	第２回 横浜市福祉保健研修交流センター指定管理者選定評価委員会　議事録

	日時
	平成29年８月23日（水）　午後１時30分～３時10分

	開催場所
	市庁舎７階　７Ａ会議室

	出席者
	豊田委員長、家田委員、大場委員、木村委員、小林委員、山中委員、事務局４名

	欠 席 者
	なし

	開催形態
	公開（一部非公開）（傍聴者0名）

	議　題
	１　第２回選定評価委員会の進め方について
　(1)　会議の公開・非公開について
　(2)　応募状況について
　(3)　タイムスケジュール
　(4)　審査・選定方法について
２　議事
　(1)　財務状況、その他報告について
　(2)　応募団体の面接審査
　(3)　審査及び採点
　(4)　指定候補者の選定・総評

	決定事項
	次の団体を指定候補者として選定し、市長へ報告する。
社会福祉法人横浜市社会福祉協議会
総得点910点／満点1,200点（最低制限基準720点）

	議　　事
	１　第２回選定評価委員会の進め方について
　　第1回選定評価委員会で決定した内容等について、事務局から説明。

　(1) 会議の公開・非公開について
　　　「議事(3)審査及び採点」、「議事(4)指定候補者の選定・総評」については非公開、それ以外は応募団体関係者を除き公開とする旨を事務局から説明。
　(2) 応募状況について
　　　現指定管理者の社会福祉法人横浜市社会福祉協議会の１団体から応募があった。
　(3) タイムスケジュール
　　　事務局から資料１を説明。
　(4) 審査・選定方法について

　　　事務局から資料２を説明。
２　議事
　(1) 財務状況、その他報告について
　　・　木村委員から、応募団体の財務・経営面に対する評価と指定管理料提案書及び収支予算書に対する評価について、資料３を説明。財務面の評価の視点として「直近の貸借対照表が債務超過ではないこと」等４項目について分析した結果、特に重要な問題はないこと、指定管理料提案書等は計画の妥当性、実現可能性に重要な問題は見受けられないことが報告された。
　　・　事務局から、応募団体の欠格事項に関し、市税納付状況、役員の暴力団関係者に関し関係機関へ照会した結果、どちらも問題はなかったことを報告。

　　　

　(2)　応募団体の面接審査
　　　【応募団体のプレゼンテーション】
　　応募団体から、団体概要及び事業計画等について説明を行った。
　　【主な質疑応答】

（豊田委員長）稼働率目標の設定が現状とあまり変わっていない。現状分析と今後の考え方の提案を聞きたい。また、調査研究事業の具体的な内容を聞きたい。
（応募団体）稼働率の現状は、昼間と夜間、平日と日曜祝日で差があるが、それも含めて現在目標を60％としている。平成28年度の実績は61.3％だったため、次期指定管理期間も所管課と協議して60％と設定したい。また、調査研究事業は、現状、自主的に研究活動に取り組む団体に対し、活動場所として部屋を貸し出すだけになってしまっているので、平成30年度からは新しい方法を考えている。希望する研究団体へ無償研修の提供、研究活動への講師紹介、研究活動の発表の場の提供・発表内容への助言などを進めていきたい。
（大場委員）施設ができた当時は高齢者の社会的福祉のニーズが高く、開所以来20年の歴史を見てみると、福祉のウェイトが高い内容が多かった感じがするが、最近は子育て支援や児童虐待予防など子ども関係のニーズが高まっている。ウィリング横浜では今後このような分野にどのように取り組んでいくのか。

（応募団体）開所当時はヘルパー研修にウェイトをおいて取り組んできた。現在は、指定管理外業務として、子どもの貧困に関する市民啓発、障害者相談支援に関わる職員向け研修を実施するなど、新しい課題に対応する必要性を認識して取り組んでいる。
（大場委員）子どもの虐待に関する具体的な企画はあるか。
（応募団体）市こども青少年局と連携して取り組んでいる。地区社協なども含め、こども食堂、子どもと親の居場所づくりが広がってきたので、地域で見守りの視点が持てるような取組を進めていきたい。
（小林委員）「こころの相談室」事業について、相談件数の減少が課題とあるが、現在は各事業所に相談窓口を設置する必要があり、状況変化に伴う課題認識を持っているか。
（応募団体）事業の必要性はあると考えているが、周知不足や時間帯設定などに課題があり、見直しを行っている。以前は土曜日の相談枠が多かったが、これを減らし平日夜を増やしている。また、来所相談だけでなく電話相談もできることを周知し、対象層ごとにちらしを作り周知をしていきたい。
（山中委員）ウィリング横浜は専門的事業を行っている割には非常勤職員が多い。非常勤職員へのスキルアップはどのように考えているか。
（応募団体）常勤職員が多いに超したことはないが、研修を実施する上では必ずしも常勤職員ではなくてもよい部分もあり、業務の切り分けをして人件費を抑制している。効率的運営とのバランスを図る必要がある。地域ケアプラザなどでは窓口担当を非常勤職員、支援業務を常勤職員と役割分担している。非常勤職員向けにも接遇研修を実施するなど組織的取組を行うとともに、今年度から非常勤職員に対しても評価を行い、スキルアップを図っている。
（以降、非公開）

(3)審査及び採点
　意見交換後、各委員の採点、集計、採点理由の相互確認を実施。

　【主な意見交換】
（委員）稼働率目標について、現行と今後の目標が同じだったり、実績より下げたりという状況には疑問を感じる。数％でも改善する目標を立て、それに向けてどう取り組むかというのが本来の計画ではないか。
（委員）稼働率を上げるのは限界もあると思うので、事業を子ども分野などにも広げることで発展性が出てくるのではないかと思う。
（委員）伸びる要素もあると思う。稼働率の向上について、様々な取組を既に行っていると思うので、もう少し説明する努力をしてほしいと思う。
（委員）調査研究事業について、ＮＰＯや当事者団体などに中間支援のような形で打ち出しができるとよいのではないかと思った。
　
(4)　指定候補者の選定・総評
【審査結果】
応募団体名
総得点
社会福祉法人横浜市社会福祉協議会
910点
· 満点1,200点（各委員200点×６名）
· 最低制限基準720点（満点の60％）
　以上により、指定候補者として、社会福祉法人横浜市社会福祉協議会を選定し、市長へ報告する。
　【総評】
評価が高かった項目としては、応募理由、基本方針、指定管理料が挙げられる。応募理由が明確で社協としての実績から考え方もしっかりしており評価が高かった。指定管理料も効果的に使われており、今後も引き続き取組を期待したい。課題としては、防災に対する取組は区と調整を図り、発災時に適切に運用できるよう努めること、稼働率向上について、具体的取組と目標を明確にすること、広報・利用促進の取組について、全体的なプロモーションの観点を持ち、筋道を立てて進めることが挙げられる。また、人材育成事業については、現状の課題を正確に把握し、新しいことを目指して取り組んでほしい。特に、少子化に視点を当てて子ども関係、保健分野の取組を充実させることを期待したい。
以上

	資料
	次第
（資料１）第２回横浜市福祉保健研修交流センター指定管理者選定評価委員会タイムスケジュール

（資料２）審査・選定方法
（資料３）横浜市福祉保健研修交流センター応募団体の財務・経営面、指定管理料提案書及び収支予算書に対する評価について
（資料４）横浜市福祉保健研修交流センター指定管理者選定結果報告書（案）
（資料５）横浜市福祉保健研修交流センター指定管理者選定のスケジュール
事前送付資料（応募団体申請書類一式、評価シート）
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